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研究成果の概要（和文）：日本における既存の超高層 RC 造建築物を対象に，RC 構造技術等に着

目して設計時期を3年代に分類して，各年代のRC構造特性を持つ既存建築物モデルを構築した。

この既存建築物モデルについて非線形地震応答解析を行い，各年代の地震応答値を分析した。

その分析結果から，既存建築物モデルについて修復性及び安全性等に関する保有耐震性能を評

価するとともに，耐震対策として有望な制振デバイスの補強効果を明らかにした。 

 

研究成果の概要（英文）：The framed models on three design phases which represent the 

existing high-rise RC buildings in Japan were constructed. Time history earthquake 

response analysis of the framed models was conducted and the seismic responses were 

examined. As a result, seismic performance index of the framed models was evaluated from 

examination of seismic responses. Moreover, improvement on seismic performance index of 

the framed models retrofitted by energy dissipation devices was indicated. 
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１．研究開始当初の背景 

省資源型社会を目指す我が国では，巨大な
住宅資本である既存超高層鉄筋コンクリー
ト造（以下，RC 造）建築物は既に 500 棟を超
えており，その長期活用が必要である。一方，
東海地震，南海地震などの巨大地震による超
高層建築物の揺れや損傷に対して社会的な
不安が高まっている。 

超高層 RC 造では，法の最低要求として大
地震時の倒壊防止が規定されてきたが，地震
後の修復性や安全性の余裕など保有耐震性

能の実態は明らかでないため，安全・安心の
住まいとして十分な耐震性があるのか，議論
されていない。既存の超高層 RC 造建築物を
長期に活用するには，まず，その保有耐震性
能の現状を評価し，次に，適切な耐震対策を
研究することが必要である。 
そのため，研究代表者らは，既存の超高層

RC 造建築物を対象に，その設計データから設
計時期に分けて構造特性の特徴などを研究
してきた。この研究は，主に日本建築学会高
強度 RC 構造小委員会にて実施され，その研
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究成果の一部は学会出版物として刊行され
た。超高層 RC 造建築物は，1995 年兵庫県南
部地震の発生以後，制振・免震構造が増加し
てきたが，既存超高層 RC 造の約 7 割以上は
耐震構造が占めている。研究代表者らの研究
調査から，耐震構造は法が要求する最低基準
の耐震性能を確保しているが，設計時期によ
り使用材料やスパンなどの構造特性が異な
るとともに，その保有耐震性能の違いを推測
させる結果が得られた。例えば，骨組の短期
許容応力度設計用ベースシア係数の平均値
は，2000 年以降の建築物では小さくなる傾向
があり，骨組が保有する損傷限界レベルの低
下が疑われる。さらに，大地震動に対する骨
組の応答変形が年代を経るにつれて徐々に
増大する傾向がある。これらの傾向は，骨組
の剛性・耐力が低下している可能性を危惧さ
せる分析結果である。一方，法改正により，
2000 年以降では，建設地盤の特性を考慮した
多様な入力地震動に対して検討しており，既
往波を用いていた法改正以前の建築物につ
いても同様な入力地震動に対する安全性の
検証が必要である。 

しかし，一般の既存建築物の耐震診断・補
強に比べて，既存超高層 RC 造が保有する修
復性や安全性の余裕に関する耐震性能を評
価する研究は実施されていない。そのため，
その実態は全く把握されておらず，法の最低
規定以上に耐震性能を向上させる補強策に
ついて研究が進んでいない。 
 
２．研究の目的 
(1) 研究課題の目的 
既存超高層 RC 造建築物は現在 500 棟を超

えるが，制振・免震構造は少なく，耐震構造
が約 7 割以上を占める。既存超高層 RC 造の
研究調査では，耐震構造の特性は設計時期に
より異なり，法の最低要求値は確保されてい
るが，法要求外の修復限界や安全限界など実
際に保有する耐震性能は把握されていない。
社会資本の長寿命化が求められる省資源型
社会において既存超高層 RC 造を長期に活用
するためには，その保有耐震性能の実状を把
握し，安全・安心の住まいとして必要とされ
る耐震対策の研究が求められている。本研究
の目的は，既存超高層 RC 造の保有耐震性能
を評価し，耐震対策として有望な制振補強効
果を考察することである。 
 
(2) 研究期間内に明らかにする点 

本研究の目的は，既存の超高層 RC 造建築
物を対象に，設計時期の構造特性を考慮した
モデルを用いた非線形地震応答解析により，
修復性及び安全性などに関する保有耐震性
能を評価するとともに，耐震対策として有望
な制振デバイスの補強効果を考察すること
である。具体的には研究期間において，既存

建築物モデルに関する(A)保有耐震性能指標
及び(B)制振補強効果を明らかにする。 
①既存建築物モデルの保有耐震性能指標 
既存の超高層 RC造建築物は 500 棟を超え，

その設計期間は 35 年に及ぶ。そのため，本
研究では，研究調査に基づき，構造特性が異
なる 3つの年代に分けて代表的な既存建築物
モデルを構築して評価対象とする。本研究で
は，保有耐震性能の定量的な値として保有耐
震性能指標を算定し,既存超高層 RC造の修復
性及び安全性のレベルを評価する。保有耐震
指標は，各限界状態に相当する限界地震動の
基準地震動に対する強さの比率とする。 
②制振補強効果 
耐震対策として有望な既存超高層 RC 造の

制振補強効果を評価する。上記の基本となる
既存建築物モデルに制振デバイスを付加し
た既存補強モデルを構築して非線形フレー
ム地震応答解析を行い，制振補強による修復
限界指標及び安全限界指標の増大比率を算
定する。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究方法の概要 
本研究では，既存超高層 RC 造建築物を対

象に，非線形地震応答解析により，修復限界
状態及び安全限界状態を表す保有耐震性能
指標を算定するとともに，耐震対策として有
望な制振デバイスの付与による保有耐震性
能指標の増大効果を評価する。本研究は，
「（A）保有耐震性能指標の解析」，「（B）制振
補強効果の評価」の２段階に分けて実施する。
（A）では，まず，既存超高層 RC 造の研究調
査に基づき，設計時期による構造特性の違い
を考慮した既存建築物モデルを構築する。次
に，地震動の強さを変えたパラメトリック非
線形地震応答解析を実施して，修復限界指標
及び安全限界指標を算定する。（B）では，ま
ず，（A）の既存建築物モデルに補強量の異な
る制振デバイスを付与した既存補強モデル
を構築する。次に，非線形地震応答解析を実
施して，制振デバイスの補強量に応じた修復
限界指標及び安全限界指標の増大比率を評
価する。 
 
(2) 保有耐震性能指標の解析 
「（A）保有耐震性能指標の解析」として，（A1）
既存建築物モデルの構築及び（A2）既存建築
物モデルの保有耐震性能指標の算定を実施
する。 
①既存建築物モデルの構築 
研究代表者らは，約 35 年間に設計された

既存の超高層 RC 造建築物約 500 棟を対象と
して，その設計データから設計時期における
構造特性を分析し，その特徴を研究している。
その分析結果に基づき，既存建築物モデルは
3つの年代に分けて構築する。構造技術の進



 

 

展度などに応じて第 1年代は 1989 年まで，
第 2年代は 1990 年から 1999 年まで，第 3年
代は 2000 年以降とする。既存建築物モデル
には，研究・設計調査に基づき，各年代にお
ける使用材料，骨組形状，固有周期及び設計
用地震力などの構造特性を反映して骨組形
状や部材の復元力特性を設定する。具体的に
は，高さの異なる建築物について 3つの年代
を代表する骨組モデル（使用材料，形状等）
を設定し，部材の降伏点と降伏点剛性のばら
つきを考慮して，適切な既存建築物フレーム
群を設定する。なお，既存建築物モデルの妥
当性は，これらのフレームを用いた既往波な
どによる地震応答解析を実施し，解析結果を
各年代の既存超高層 RC 造の設計データと比
較対応することにより，検証する。 
②既存建築物モデルの保有耐震性能指標 

既存の超高層 RC 造建築物の保有耐震性能
指標は，修復限界状態及び安全限界状態に相
当する限界地震動の基準地震動に対する強
さの比率として，定量的に評価する。その際，
限界地震動の強さは，既存建築物の限界変形
を生じさせる地震動の強さとする。また，基
準地震動は，時刻歴波形として公的な機関が
作成した模擬地震動（BCJ-L2 波）とする。な
お，この耐震性能指標の定義は，研究代表者
が共著者である RC 造建物の耐震性能評価指
針案（日本建築学会編）に準拠している。 

部材の弾塑性性状を適切にモデル化した
既存建築物モデルを用いた非線形フレーム
地震応答解析を行う。解析は，基準地震動に
倍率を乗じた検討用地震動を用いたパラメ
トリック解析を行い，保有耐震性能指標を算
定する。修復限界状態及び安全限界状態の限
界変形は，各年代の構造特性に応じて部材の
限界変形（塑性率，または変形角）及び限界
層間変形角により適切に設定する。 
 
(3) 制振補強効果の評価 

「（B）制振補強効果の評価」として，（B1）
制振デバイスを付与した既存補強モデルの
構築及び（B2）制振補強による保有耐震性能
指標の増大比率の算定を実施する。 
①既存補強モデルの構築 
既存建築物モデルに補強量を変えた制振

デバイスを付与した既存補強モデルを構築
する。制振デバイスには，低降伏点鋼を用い
た履歴系デバイス，あるいはオイルダンパー
を用いた粘性系デバイスを用いる。 
②既存補強モデルの保有耐震性能指標 

上記の制振デバイスを付与した既存補強
モデルの非線形フレーム地震応答解析を行
う。解析は，基準地震動に倍率を乗じた検討
用地震動を用いたパラメトリック解析を行
い，修復限界指標及び安全限界指標を算定す
る。補強量の異なる制振デバイスの付与によ
り，既存建築物モデルに比べて既存補強モデ

ルの修復限界指標及び安全限界指標がどの
程度増大したか，その比率を算定する。 
 
４．研究成果 
(1) （A1）では，既存超高層 RC 造の研究調
査に基づき，設計時期による構造特性の違い
を考慮した既存建築物モデルを構築するこ
とができた。まず，約 35 年間に設計された
既存の超高層 RC 造建築物約 500 棟を対象と
して，その設計データから設計時期における
構造特性を分析した。その分析結果に基づき，
既存建築物モデルは計画通り 3つの年代に分
けて構築した。第 1年代は 1989 年まで，第 2
年代は 1990 年から 1999 年まで，第 3年代は
2000 年以降とした。既存建築物モデルには，
研究調査及び設計実績に基づき，各年代にお
ける使用材料，骨組形状，固有周期及び設計
用地震力などの構造特性を反映して骨組形
状や部材の復元力特性を設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)棟数と設計時期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)3 年代別の棟数 
 

図 1 既存超高層 RC 造と 3年代の棟数 
 
(2) （A1）で構築した骨組モデルは 3つの設
計年代における使用材料，骨組形状，固有周
期及び設計用地震力などの構造特性を反映
して骨組形状や部材の復元力特性を設定す
ることができた。基本モデルとして，3 つの
設計年代ごとに高さの異なる建築物を 3体ず
つ設定し，X,Y 方向別に骨組モデルを設定し
た。このほか，各年代の設計用ベースシア係
数の分析結果に基づいて梁の曲げ耐力を増
減させた強モデル及び弱モデルなど適宜検
討モデルを設定した。  
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図 2 年代別の既存建築物モデルの例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 第 1 年代 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 第 2 年代 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) 第 3 年代 
図 3 年代別の既存建築物モデルと 

既存データの設計用ベースシア係数の 
対応例 

(3) （A1）で構築した既存建築物モデルにつ
いて骨組モデルを用いた既往波などによる
地震応答解析を実施し，解析結果を各年代の
既存超高層 RC 造の設計データと比較対応す
ることにより，その妥当性を検証することが
できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 第 3年代既存建築物モデルと 
既存データの最大層間変形角の対応例 

（Hachinohe NS 波の応答値） 
 
(4) （A2）では，骨組モデルに対して地震動
の強さを変えたパラメトリック非線形地震
応答解析を実施して，保有耐震性能指標を評
価することができた。解析対象は，部材の弾
塑性性状を適切にモデル化した既存超高層
RC 造建築物の骨組モデルとした。基本モデル
と検討モデルの立体フレームモデルを用い
て非線形地震応答解析を行い，保有耐震性能
指標は各限界状態に相当する限界地震動の
基準地震動に対する強さの比率として定量
的に評価できた。その際，限界地震動の強さ
は，既存建築物の限界変形（部材の塑性率）
を生じさせる地震動の強さとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 各年代の既存建築物モデルの 
保有耐震性能指標 

 
(5) （A2）で算定した 3年代の保有耐震性能
指標について構造特性（建物高さ，固有周期
T1，塔状比，設計用ベースシア係数 CB，CB×
T1 等）との関係について分析して，その分布
傾向を示すことができた。さらに，保有耐震
性指標と地震応答値（最大層間変形角，梁最
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大塑性率等）との関係について分析して，そ
の分布傾向を示すことができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 既存建築物モデルの保有耐震性能指標 

と CB×T1 の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 既存建築物モデルの保有耐震性能指標 

と最大層間変形角（BCJ-L2 入力時） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 既存建築物モデルの保有耐震性能指標 

と梁最大塑性率（BCJ-L2 入力時） 
 
(6) （B1）では，既存建築物モデルに補強量
を変えた制振デバイスを付与した既存補強
モデルを構築することができた。制振デバイ
スには，低降伏点鋼を用いた履歴系デバイス
及びオイルダンパーを用いた粘性系デバイ
スを用いた。制振補強量は，制振部材の種類
を 2種類，各層に設置する個数を 3種類設定
した。 
 
(7) （B2）では，上記の制振デバイスを付与
した既存補強モデルの非線形立体フレーム
地震応答解析を実施した。地震応答解析は，

基準地震動に倍率を乗じた検討用地震動を
用いたパラメトリック解析を行い，修復限界
指標及び安全限界指標を算定した。補強量の
異なる制振デバイスの付与により，既存建築
物モデルに比べて既存補強モデルの修復限
界指標及び安全限界指標がどの程度増大し
たのか，その比率を算定した。その結果から，
修復限界状態及び安全限界状態の保有耐震
性能指標値について，制振デバイスの累積エ
ネルギー吸収率に対する各指標値の増大比
率を示すことができた。これらの制振補強で
は，安全限界指標より修復限界指標において
補強効果が大きい傾向が見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 既存建築物モデルと制振補強 
モデルの安全限界指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)修復限界指標    (b)安全限界指標 
図 10 粘性ダンパーの制振補強効果 

 
(8) 既存超高層 RC 造建築物の耐震診断・補
強という新規の研究分野において，既存デー
タの調査分析及び設計実績に基づいた独創
的な手法により既存建築物モデルを構築す
ることができた。さらに，既存建築物モデル
の保有耐震性能を評価し，耐震対策の重要性
を明らかにすることできた。今後，こられの
成果を活かして，既存超高層 RC 造住宅の耐
震診断・補強に関する研究を推進したい。 
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